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農林水産政策研究所交渉（全農林労働組合東京地方本部総研分会）

議 事 要 旨

１．開催日時：平成24年５月31日（木）12:07 ～ 12:23 (16分)

２．会 場：農林水産政策研究所セミナー室１（ドア№927）

３．出 席 者：

農林水産政策研究所

同 武本 俊彦 所長

同 出田 安利 企画広報室長

同 益満 一雅 総務部長

同 神津 平 庶務課長

同 千葉 雅志 会計課長

同 佐藤 徳幸 庶務課課長補佐

全農林労働組合東京地方本部

総研分会 橋詰 登 執行委員長

高橋 克也 副執行委員長

井上 荘太朗 書記長

松本 正枝 会計長

鈴木 陽一 書記次長

４．議 題：全農林労働組合東京地方本部総研分会提出 別添「要求書」

５．議事概要

（神津庶務課長）

ただ今から、過日、提出のあった要求書に基づき交渉を実施する。

本日の交渉に先立ち、国家公務員法第108条の５の規定に基づく予備交渉に

おいて、全農林労働組合東京地方本部総研分会から提出された要求事項のうち、

Ⅰ.当研究所の運営方針についての後段の「職員一人一人のモチベーションを

高めることこそが重要」、Ⅲ.労働条件（定時退庁、残業など）・研究条件

（予算・研究体制など）についての１、２の後段の「突発的な業務への対応を

除いては、超過勤務を命令しないこと。また定時退庁日を設定するなど、超過

勤務の縮減を進めること」、Ⅴ.処遇の改善について（昇給・昇任・昇格・住

居手当・宿舎配分・宿舎改修など）の４の②の前段の「評価者の指導を徹底す

る」、５及びⅥ.職場環境の改善についての１から４を交渉対象事項と整理し、

それ以外の事項については、要望事項として承るとの整理とした。
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（橋詰委員長）

今回、労使関係の見直しが行われて以降、初の交渉である。

この間、職場に山積する課題は、その多くが解決されないままとなっている

ばかりか、より事態が深刻化しているものも少なくない。

本要求書は、このような状況下での切実な要求事項を職場組合員の総意に基

づき取りまとめたものである。

一つ一つの要求事項を真摯に受けとめ、使用者としての責任をしっかりと果

たしてもらいたい。

以上、回答を頂く前に改めてお願いをしておきたい。

では、当局の回答をお願いしたい。

（神津庶務課長）

それでは、今回の交渉対象事項について、武本所長から回答させていただく。

（武本所長）

まず、Ⅰ.の当研究所の運営方針についての後段の「職員一人一人のモチベ

ーションを高めることこそが重要」について。

政策研究の実施に当たっては、職員一人一人のモチベーションを高めること

により、農林水産政策上の重要課題や政策展開の方向に的確に対応しつつ質の

高い研究成果を出して行くことが重要であると考えている。

このため、職員が質の高い研究を進めやすい職場環境作り、職員の適性に合

った政策研究課題への関与、人事評価結果の活用及び人事交流等による資質の

向上等研究所の運営万般にわたり職員のモチベーションの向上に配慮して参り

たい。

次に、Ⅲ.の労働条件・研究条件についての１について。

超過勤務を命ずる場合には、その業務内容及び緊急性の判断はもとより、職

員の業務の状況、職員の心身の健康管理等にも十分注意することが重要と考え

ている。

超過勤務縮減について政策研では、超過勤務縮減キャンペーン週間を通じて

職員の意識の向上を図るとともに、事務能率向上のため業務スケジュールの作

成により、予め日程調整を行う等業務の平準化を図っている。管理職員は、特

定の者に超過勤務が増えないよう職員の業務量に配慮すること、勤務時間外に

なってからの業務指示は行わないように努めること等、引き続き取り組んで参

りたい。

Ⅲ.の２の後段の「突発的な業務への対応を除いては、超過勤務を命令しな

いこと。また定時退庁日を設定するなど、超過勤務の縮減を進めること」につ

いて。

超過勤務は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合において、管理職員

からの超過勤務命令に従って行われるものであり、超過勤務が常態化すること

のないよう、縮減に向け引き続き取り組んで参りたい。
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また、定時退庁日の設定については、政策研においても具体的な設定を検討

して参りたい。

次に、Ⅴ.の処遇の改善についての４の②の前段の「評価者の指導を徹底す

る」ことについて。

人事評価制度を適切に運用するためには、評価者訓練は重要と考えており、

今後とも総務省人事・恩給局や人事院人材局が主催する評価者研修には、各評

価者を可能な限り参加させ、評価制度等の周知を更に徹底して参りたい。

また、日常の業務運営の中で、評価者が被評価者から報告や相談を受けたり、

必要な指導・助言を行うなどコミュニケーションを図ることは、人事評価のみ

ならず、良好な職場環境の形成のためにも非常に重要と考えている。

特に、期首・期末面談における被評価者に対する指導・助言を行うに当たっ

ては、被評価者の主体的な能力開発や業務遂行等の取組を促す観点から、個別

の項目、目標ごとにコメントするなど可能な限りきめ細かく被評価者に分かり

やすい指導・助言を丁寧に行うよう評価者に周知して参りたい。

Ⅴ.の５について。

昨年の12月１日、財務省の「国家公務員宿舎の削減のあり方についての検討

会」において、職員への宿舎の貸与は、真に公務のために必要な宿舎に限定し、

明示された５類型に沿って宿舎の調整を図ること、平成29年３月までに国家公

務員宿舎を約21.8万戸から5.6万戸程度削減すること等が公表されたところで

ある。

この方針に基づき、今後、平成29年３月までの削減計画の実施に向けて、財

務省と個別宿舎の長寿命化・廃止等の検討調整を行うとともに、調整結果を踏

まえて職員への周知等が行われるとのことである。

円滑な宿舎の入退居が行われるよう職員の希望について把握に努め、維持管

理機関等へ伝えて参りたい。

次に、Ⅵ.の職場環境の改善についての１から４について。

まず、１について。

昨年の９月21日、財務省会計課長は国土交通省官庁営繕部長に対して、財務

省庁舎及び4号館の耐震改修を24年度から実施するよう要望し、本年２月15日

の合同庁舎第４号館入居官庁連絡会議において、財務省からは、免震方式によ

る改修を実施する方針であることの報告があった。

現在、改修の設計を行っており、９月頃までには完了する予定であり、設計

が完了した段階で、各入居官庁に工事に関するお知らせ及び協力依頼を行うと

のことである。

なお、工期は、25年（来年）の当初から概ね４年程度とのことである。

２について。

震災直後(３月11日)及び３月18日に、４号館の被害状況を調査した国土交通

省の担当者から、設計当時の耐震性能は維持されており、構造上は問題ないと

の報告を４号館庁舎管理室は受けている。これについて、政策研でもその状況

を４月の運営会議に報告したところである。
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各入居官庁の専有部分の改修は各官庁が対応することとされているので、政

策研の専有部分の亀裂等については、改修の必要性を見極めて対応して参りた

い。

なお、被害の修理について、財務省は、共有部分で、かつ、通行の支障とな

る南側玄関の外壁の一部が剥離部分及び南側玄関先の階段の一部を修理してい

る。

３について。

ご承知のとおり、23年度には冷房・暖房効率化のため二重窓設置を実施した。

職場環境の改善は、業務を効率的に推進していくうえでも重要であることと認

識している。このため今後も、国の施策である省エネルギーへの対応を行いな

がらも冷暖房が効果的に発揮されるよう、できる限り対応して参りたい。

４について。

図書館の非常勤職員の募集に際しては、その資格として司書又は司書補の資

格を有することとしているところであり、今後とも公募等により適任者の雇用

ができるよう努めて参りたい。

（橋詰委員長）

所長から要求書に対する回答を頂いた。

回答をして頂いた部分については、我々から重ねて申し上げることはない。

回答に従ってしっかりと対応して頂きたい。

組合を通じてでも結構なので、こまめに情報を提供して頂ければと考えてい

る。

問題は、管理運営事項として回答の頂けなかった職員の採用・配置や定員削

減問題あるいは昇任・昇格や人事評価といった処遇の改善に係る事項について

である。私たちが長年改善を求め続けてきた事項であり、近年、より一層切実

な状況となっている問題を多く含んでいる。

常日頃から、職場の実態、職員の声をしっかりと把握し、関係部署・機関に

対し、機会あるごとに改善に向けての働きかけをして頂くよう強く申し上げた

い。

そして、目に見える結果となって返ってくることに期待したい。

風通しのよい働き易い職場であり続けることなしに、組織の活性化は図れな

いと認識しているので、当局としても使用者責任を十分に果たしてもらいたい。

最後に、今回の要求事項の解決にむけて格段の努力をお願いするとともに、

今後とも組合との協議に誠意をもって対応して頂きたいことを申し添える。

（神津庶務課長）

以上をもって交渉を終了とさせていただく。

以 上








